
                   

令和５年度神奈川県農薬危害防止運動取組方針 

 

１ 趣旨 

 農薬危害防止運動実施要綱に基づき、農薬の散布や保管管理中の事故防止、農薬

適正使用及び適正販売の一層の徹底を図るため、農薬危害防止運動を実施する。 

  

２ 期間 

 令和５年６月１日から８月 31 日までの３か月間とする。 

 

３ 実施計画 

（１）広報誌等による普及啓発 

広報誌、ポスター、インターネット、ＳＮＳ等を活用し、本運動並びに農薬

及び農薬使用に対する正しい知識の普及啓発を行う。 

 

（２）啓発資料の配布や情報配信、講習会等を通じた普及啓発 

農薬使用者、農薬販売者等を対象に、農薬の安全かつ適正な使用及び保管管

理、適正販売、農薬による危害の防止対策、事故発生時の応急処置及び関係法

令等に関する啓発資料の配布又は電子メール若しくはＳＮＳ等を活用した情

報配信、講習会の実施等により、農薬の取扱いに関する正しい知識の普及を図

る。 

その際、特に、別記１「農薬による事故の主な原因等及びその防止のための

注意事項」の周知徹底を図る。 

  

 （３）周知・指導が行き届きにくい農薬使用者への普及啓発 

    講習会等の開催や巡回による周知・指導が行き届きにくい農薬使用者に対し

ても周知・指導の徹底が図られるよう、地域の実情に応じて、生産者団体や作

物ごとの部会及び出荷先に加えて、農産物直売所、農薬販売店等を通じた普及

啓発の拡充を図る。 

また、無人マルチローターを利用して農薬散布を実施する場合、地上での散

布に比べて高濃度の農薬を使用する可能性があり、農薬の適正使用に関して十

分理解しておくことが必要であることから、無人マルチローターを用いる農薬

使用者に、普及啓発資料の配付や講習会参加を呼びかける。 

 

（４）事故発生時の処置体制の徹底 

事故が発生した場合の処置体制を万全にするため、「農薬中毒の症状と治療

法」（JCPA 農薬工業会のホームページ参照）を活用する。 

 

（５）農薬の適正使用等についての指導 

ア 農薬使用者等を対象に「農薬を使用する者が遵守すべき基準を定める省令」

（平成15年農林水産省・環境省令第５号）、「神奈川県農薬安全使用指導指針」



及び「住宅地等における農薬使用について」（平成 25 年４月 26 日付け 25 消

安第 175 号・環水大土発第 1304261 号農林水産省消費・安全局長、環境省水・

大気環境局長通知）に基づく農薬の適正な使用方法の徹底を図る。 

 さらに、「国際水準ＧＡＰガイドライン」（令和４年３月８日付け３農産第

3417 号農林水産省農産局長通知）等を参考に、安全な農産物を生産できるよ

うＧＡＰの導入推進を図る。 

 特に、公園・街路樹等において農薬を使用する場合は、「住宅地等における

農薬使用について」の記載事項を遵守し、「公園・街路樹等病害虫・雑草管理

マニュアル」（平成 22 年 5 月環境省水・大気環境局土壌環境課農薬環境管理

室）を参考に周辺住民等への十分な配慮を行うよう指導する。 

イ 特に、次の事項について、徹底を図るよう指導する。 

(ｱ) 農薬使用者及び農薬使用を委託する者に対し、別記２「農薬の不適正使

用の主な原因及びその防止対策」に基づく対策を図るよう、地方公共団体の

関係部局、関係機関、農業協同組合、農産物直売所、青果市場、農薬販売店

等関係機関の職員と協力しつつ、効果的に指導すること。 

(ｲ) 農薬を使用するときは、ラベルに記載されている適用作物、使用時期、

使用方法等を十分確認するとともに、農薬の適正使用を徹底すること。 

(ｳ) 似ている作物をまとめた「作物群」に属する作物に、初めて作物群登録

のある農薬を使用する際には、事前に小面積に使用し、薬害の有無を十分

に確認してから使用すること。 

(ｴ) 作物の形状や栽培形態が異なるものについては、適用作物を誤認して農

薬を使用することがないよう注意すること。誤認しやすい農作物について

は別表を参考にし、特に留意すること。 

(ｵ) ラベルに農薬登録番号がなく、農薬の効果をうたったり、又は病害虫の

防除効果がある資材は、無登録農薬の疑いがあるので販売及び使用しない

こと。 

(ｶ) 農薬取締法で販売及び使用が禁止されている農薬が自宅倉庫等で発見

された場合は、使用したり他人に譲渡したりせず、関係法令を遵守して適

切に処理すること。 

(ｷ) 販売及び使用が禁止された農薬については、農林水産省のホームページ

等から提供される情報を必ず確認すること。 

(ｸ) 最終有効年月を過ぎた農薬を使用しないようにすること。 

(ｹ) 農薬の調製、散布及び防除器具の洗浄を行うときは、農薬の容器に表示

された使用上の注意事項等に従い、農薬用マスク、保護メガネ等の防護装

備を着用すること。 

(ｺ) 農薬を使用したときは、必ず記録をつけること。 

(ｻ) 農薬散布の際には農薬の飛散により周辺農作物に被害を及ぼさないよ

うにすること。 

(ｼ) 育苗箱等に農薬を使用するときは、農薬が周囲にこぼれ落ちないように

すること。 

(ｽ) 水田において農薬を使用するときは、止水期間の適切な水管理や畦畔整



備等を行い、水田外への農薬の流出を防止すること。 

(ｾ) クロルピクリン剤などの被覆を要する土壌くん蒸剤を使用するときは、

使用上の注意事項を遵守し、防護マスク等の防護装備の着用や施用直後に

適正な資材、厚さの資材を用いて被覆を完全に行う等安全確保を徹底する

こと。 

また、ビニールハウス等の施設内であっても施用直後に被覆を完全に行

い、臭気が残っている期間は、施設内に人が立ち入らないようにすること。

さらに、使用場所、周辺の状況に十分配慮して防除を行い、特に、住宅地等

に近接する場所においては、被覆を要する土壌くん蒸剤の使用以外の防除

方法を検討すること。 

(ｿ) 無人マルチローターによる農薬散布に当たっては、関係法令を遵守する 

とともに、「無人マルチローターによる農薬の空中散布に係る安全ガイドラ

イン」（令和元年７月 30 日付け元消安第 1388 号農林水産省消費・安全局長

通知）を参照し、安全かつ適正な農薬散布を徹底すること。なお、農薬を散

布する場合は、航空法（昭和 27 年法律第 231 号）に基づき、県へ実施計画

書を提出することが必要であることに留意すること。 

(ﾀ) 農薬の使用前後には、防除器具を点検し、十分洗浄されていることを確

認すること。 

(ﾁ) 農業生産において住宅地等の周辺ほ場（市民農園や家庭菜園を含む。）

で農薬を使用するときは、飛散の少ない剤型の選択や飛散低減ノズルの使

用等、農薬の飛散防止対策を行い、事前に農薬を散布する日時、使用農薬の

種類等を記した書面や看板等により周知を行い、周辺住民に配慮すること。 

(ﾂ) 学校、保育所、病院、公園、保健所等公共施設内の植物、街路樹及び住

宅地に近接する森林等、人が居住し、滞在し、又は頻繁に訪れる土地や施設

の植栽における病害虫防除等については、定期的な農薬散布をやめ、日常

的な観測によって病害虫被害や雑草の発生を早期に発見し、被害を受けた

部分のせん定や捕殺、機械除草等の物理的防除により対応するよう最大限

努めること。 

 やむを得ず農薬を使用する場合にも、誘殺、塗布、樹幹注入等散布以外の

方法を十分に検討し、最小限の部位及び区域にとどめ、飛散防止対策をとる

等、農薬の選択や使用方法を十分に検討し、事前に農薬使用の目的、農薬を

散布する日時、使用農薬の種類及び農薬使用者等の連絡先等を記した書面、

看板等により周辺住民、施設利用者等への周知を行うこと。また、立入制限

範囲の設定等により、農薬散布時や散布直後に農薬使用者以外の者が散布区

域内に立ち入らないよう措置を講じること。 

(ﾃ) 睡眠不足や体調の優れないときは、散布作業に従事しないなど健康管理

に十分留意すること。 

(ﾄ) 農薬による危害や悪用を防止するため、施錠のされた場所に保管するな

ど保管管理を徹底し、不要となった農薬及び農薬空容器については、関係

法令を遵守し、廃棄物処理業者へ依頼するなど適正に処理すること。 

(ﾅ) 農薬の誤飲による中毒事故の発生を防止するため、農薬やその希釈液、



残渣等をペットボトル、ガラス瓶などの飲食品の空容器等へ移し替えない

こと。万が一、容器の破損等によりやむを得ず他の容器へ移す場合には、飲

食品の容器は使用せず、内容物が農薬であることを明記すること。 

(ﾆ) 不要となった農薬の水路等への投棄や、散布液の流出により、生活環境

動植物に甚大な被害を与えることのないよう、希釈液は、必要な量だけを

正確に調製し、不要となった農薬は、関係法令を遵守して適正に処分する

こと。 

(ﾇ) 毒物又は劇物に相当する農薬を保管又は販売する場合には、関係法令の

遵守を徹底すること。 

(ﾈ) 毒劇物たる農薬が飛散し、漏れ、流れ出し、染み出し、又は地下に染み

込んだ場合において、保健衛生上の危害が生ずるおそれがあるときは、直

ちに、その旨を保健所、警察署又は消防機関に届け出るとともに、保健衛生

上の危害を防止するために必要な応急の措置を講じること。 

(ﾉ) 医療や畜産の分野での薬剤耐性菌対策について、世界的に関心が高まっ

ており、令和５年４月、「薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプラン（2023-

2027）」（国際的に脅威となる感染症対策の強化のための国際連携等関係閣

僚会議）が取りまとめられたところである。農作物等の防除における抗菌

剤（殺菌剤）の使用に関しては、農作物等の病害虫分野での薬剤耐性菌の発

達も重要な課題であり、同一系統の薬剤の連続散布を避け、病害虫の発生

状況に応じた計画的かつ必要な範囲での使用が重要であることに留意する

こと。  

(ﾊ) 農薬を使用した年月日、場所、対象農作物、使用した農薬の種類や名称、

単位面積当たりの使用量や希釈倍数を内容とする、使用履歴の記帳を徹底

すること。 

ウ 農薬販売者、農薬使用者等を対象とした立入検査等を実施した際には、無

登録農薬の販売及び使用の取り締まり、使用基準に違反した農薬使用に対す

る指導及び取り締まりを徹底し、農薬の適切な保管管理、処分等についての

指導を徹底する。 

 農薬の販売に当たっては、都道府県知事への届出が、毒劇物たる農薬の販

売に当たっては、当該届出に加えて都道府県知事等への登録が、それぞれ義

務付けられているので、当該届出等を行うことなく農薬の販売を行わないよ

うに指導する。特に、インターネットを利用した農薬の販売については、不適

正な事例が確認されていることから、農薬販売者の届出に関する義務につい

て周知する。 

 また、販売者に対し、帳簿を備え付け、これに農薬の種類別に、その譲受数

量及び譲渡数量（水質汚濁性農薬に該当する農薬については、その譲受数量

及び譲渡先別譲渡数量）記載し、最終の記載の日から３年間保存するよう指

導する。 

農薬として使用できない除草剤の販売に当たっては、関係者に対して、容

器、包装、販売所、インターネット等にその旨を表示するよう指導するととも

に、農薬を誤解して購入されないよう、商品の陳列に注意するよう指導する。



これらの留意事項に沿っていないと疑われる販売事案を把握した際には、知

事に連絡する。 

 また、毒劇物たる農薬の販売者に対しては、別記３「毒劇物たる農薬の適正

販売強化対策」の周知徹底を図る。 

 

（６）有用生物や水質への影響の低減対策 

周辺住民の健康及び生活環境の保全に留意するとともに、水域の生活環境動

植物への被害、河川・水道水源等の汚染等や蜜蜂、蚕等の有用生物及び野生生

物等に対する被害が生じないよう、農薬の適正な使用方法を遵守し、農薬の適

切な保管管理及び用途外使用の防止の徹底を指導する。 

また、有用生物への影響低減のため、以下の取組を行う。 

ア 水域の生活環境動植物の被害防止のため、特定の農薬を地域で集中して使

用することを避け、多様な農薬を組み合わせて使用するように指導する。さ

らに、ゴルフ場で使用される農薬による被害を未然に防止するため、「ゴルフ

場で使用される農薬による水質汚濁の防止及び水域の生活環境動植物の被

害防止に係る指導指針について」（令和２年３月 27 日付け環水大土発第

2003271 号環境省水・大気環境局長通知）に基づき、ゴルフ場関係者への指

導・助言に努める。 

イ 蜜蜂に対する危害防止のため、養蜂関係者、農薬使用者、農業団体等の連

携を図る。 

  また、農薬が散布されている間、巣箱を日陰に設置するなど、蜜蜂に影響

が少ない状況下で巣箱の網掛けを検討するとともに、日頃から巣箱の移動手

段を検討し、退避場所における新たな蜜源を確保するなどの取組に努める。 

 

４ 協力依頼機関 

 農業技術センター（各地区事務所を含む）、畜産技術センター、かながわ農業アカ

デミー、畜産課、水源環境保全課、自然環境保全センター、横浜川崎地区農政事務

所、各地域県政総合センター農政部、大気水質課、健康医療局薬務課（各保健福祉

事務所を含む）、健康医療局生活衛生課、県土整備局総務室、企業局浄水課、教育局

高校教育課、神奈川県農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合会神奈川県本部、

神奈川県農薬卸商業会、神奈川県農薬商業会、神奈川県グリーンキーパーズ協議会、

県内ゴルフ場、花と緑のふれあいセンター、神奈川県立大船フラワーセンター、警

察本部施設課 
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